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７月12日、13日の２日間にわたり、経済同友会は第33回夏季セミナーを開催した。
小林喜光代表幹事をはじめ、副代表幹事、各委員会委員長ら計32人が参加し、

六つのセッションに分けて議論を交わした。
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開 会 挨 拶　 　　　  代表幹事 小林 喜光

経済同友会の夏季セミナーは今回で33回目とな
る。本年度は、「Japan 2.0」のさらなる深化と具体
化を図るべく、2045年の最適化社会の実現に向け
て国家や企業が今から取り組むべきことを議論・検
討し、年末をめどに、『Japan 2.0 経営者宣言』というテーマで、具体
的な道筋をまとめていきたいと考えている。

本年度の通常総会において、「『国家価値』の最大化に向けて」と題
した所見で述べたが、世界はきわめてダイナミックに変化している。
第４次産業革命の進展により、「データイズム」ともいうべき時代が
到来し、データの所有こそが力の源泉になるだろうと予言する人も
いる。また現下の国際情勢も、目まぐるしく変化している。G7の結
束は揺らぎ、北朝鮮や中東の情勢は日々変わっている。さらに、米
国による相次ぐ関税発動により、糸口の見えない貿易戦争の様相を
呈してきた。数年前にはまったく考えられなかったことである。

国際秩序が大きく揺らぐ中、日本は企業のみならず、政府、ある
いは大学も含めてガバナンスのあり方を根本的に見直していくこと
が求められている。社会の最適化を実現していくプロセスの中で、
企業、国家、アカデミアの価値をいかに最大化していくべきか。こ
うした視点でこの夏季セミナーでの議論を行っていければと考えて
いる。例年の夏季セミナーとは少々趣が異なり、足元の政策の動き
や国際情勢についてのセッションと、2045年を見据えた「Japan 2.0」
の具体化に向けたセッションとに大きく分けている。皆さまの脳

のうしょう

漿
を振り絞った活発なご意見を期待する。
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第 1セッション

骨太の方針2018で、2019年10月の消費税率10％を含む増
税方針が明記されたが、さらにポスト10％の引き上げの議
論を円滑に進める方策を考えるべき。消費税率引き上げは
国民にも反対論が根強く、関与した政権の基盤を揺るがし、

政治的に忌避されてきた経緯がある。国民に今一度「増税
の必要性」や「消費税でなければならない理由」を分かりや
すく周知する必要がある。

また、主要先進国の中でわが国の財政が最悪の状況にあ
る中、財政健全化目標は先送りされた。財政ルールの導入
だけでは財政規律は担保できず、財政規律を高める仕組み
作りが急務である。財政健全化に成功した他の国の制度改
革からは、歳出のシーリング、財政責任法、独立財政機関
の3点が重要であることが分かる。わが国に最適な独立財
政機関の機能・位置付けについて議論を深める必要がある。

消費税引き上げの必要性について
議論をどのように進めるか

■国民をどう議論に巻き込むか。高福
祉高負担のスウェーデンでは、選挙の
際に国民との議論を重ね、最大25％の
付加価値税を実現した。日本でも、国
民が議論に参加したという実感と納得
感を醸成できれば、政治に対する信頼
感も高まり、消費税率引き上げが実現
するのではないか。　　　【宮田 孝一】

■ポピュリズムの中で、国民に目先の
マイナスを伴う政策が議題に挙がらず、
選挙制度や旧来の国家ガバナンスに機

能不全が起きている。こうした状況下
で財政健全化を図るには国民投票など
の方法しかないのではないか。国民投
票実施の可能性を踏まえ、経済同友会
として財政健全化に係る政策パッケー
ジを提案してはどうか。  【橋本 孝之】
■国民投票の持つ不確実性もあり、政
治主導での国民投票の実施は期待しづ
らいのではないか。代わりに、経済同
友会主導で国民の意見を収集する、国
民投票的なプラットフォームを作って
はどうか。　　　　　　  【間下 直晃】
■少子化の問題が大きくなっているが、
イギリスでは子ども服や一部の食品は

免税であり、増税の中でも安心して子
どもを育てられる仕組みがある。増税
の中に同意できるようなメッセージ性
があれば、国民からの理解を得る方法
論としてよいのではないか。経済同友
会としては、増税の提言の中に入れ込
むメッセージについて、考えていく必
要がある。              　　【遠藤 信博】
■経済同友会では政治改革に対する提
言をたくさん出してきたが、残念なが
ら、そのほとんどが無視されている。
政治にプレッシャーを与えるのは国民
であり、基本的には国民の政治リテラ
シーの問題ではないか。政治リテラシー
を上げるために、経済界として何がで
きるのか。スウェーデンでは政治リテ
ラシー教育が初等教育から行われてい
る。こうしたことも含めて、テラスな
ども活用しながら国民の政治リテラシー
向上に取り組みたい。     【中村 公一】
■日本の財政が破綻したときにどうな
るのか、具体的イメージを持つ人が少な

司会：稲葉 延雄
経済情勢調査会 委員長

財政規律強化と
消費税引き上げへの道筋
財政健全化に向けて不可避な消費税率引き上げを阻む課題と対応策、
独立財政機関の創設など規律強化のためのスキームについて意見が交わされた。

意見発表

消費税率の引き上げを
国民が理解するための方策と、
財政規律を高める仕組み作りを
佐藤 義雄
副代表幹事／財政健全化委員会 委員長

問題提起１
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い。財政が破綻するとどんな状況になる
のか、それを明確に伝えなければ、国民
には財政健全化の必要性がなかなか伝
わらないのではないか。【橋本 圭一郎】
■国民への「見える化」がどこまでで
きているか。税の問題も、国民がどこ
まで理解しているのか。議論の土壌が
整っていない。重要なのは教育だ。子
どものころから政治、国の仕組みなど
に興味を持つような教育をしないと議
論が煮詰まらないままであり、今の状
態で国民投票を行うのは、ポピュリズ
ムにつながる危険性がある。【市川 晃】
■財政健全化について、政治家や官僚
などプロに提言を伝えてきたが、それ
だけでは、状況は動かない。国民に広
く理解を求めていく必要性を認識して
いる。テラスなども活用しながら、国
民がどのレベルで財政健全化について
理解しているのかを考えて取り組むこ
とが重要ではないか。     【秋池 玲子】

■企業のガバナンスは、投資家からの
プレッシャーを受けて向上した。国の
ガバナンスを向上させるには、国民の
声が必要だ。従来、経済同友会は政治

家や社会のインフルエンサーを中心に
対話してきたが、これからは国民、特
に若い世代に国家財政が破綻するとは
どういうことか、分かりやすく伝えな
ければならない。テラスや学校と経営
者の交流活動などを通じ、国の財政や
税金について、丁寧に説明していく必
要があるのではないか。【小林 いずみ】

財政健全化を実現するための
取り組みとは

■財政問題において最大の悪者にされ
ている社会保障費だが、OECD諸国の
中でわが国の65歳以上に対する一人当
たり社会保障費の対GDP比は極めて低
い。むしろ最大の問題は補正予算では
ないか。好況を背景に税収が上振れし
ても、補正予算で全部使ってしまって
いる。こうした歳出増加の抑制が重要
ではないか。　　　　　　【朝田 照男】
■財政健全化目標が達成できなかった
理由について、政府の説明責任が果た
されておらず、定量的にきちんと説明
されるべきである。2020年度のプライ
マリーバランス（PB）黒字化という財政
健全化目標の達成が困難なことは、何
年も前から指摘されてきた。いまだに
成長率２％という非現実的な前提を繰
り返し使っている。前提条件を現実的
なものに変えない限り、財政問題は解
決しないだろう。　　　　　【馬田 一】
■骨太の方針は、政府自身が推計を作っ
ていることから、表面的にはつじつま

の合う結論になっている。客観的な立
場から警鐘を鳴らす機関が必要ではな
いか。世代間対立が言われているが、
一番被害を受けるのは将来世代。彼ら
の利害を代弁する機関が必要であり、
そうした観点からも独立財政機関を設
立すべきだ。　　　　　　【佐藤 義雄】
■国の借金がGDPの200％近くまで積
み上がったのは、国家財政のガバナンス
が機能していない証左だ。ガバナンス
の主役である国民がしっかりすること
が大事だ。われわれが国民の立場に立っ
た主張を行い、それを国民に伝

でん

播
ぱ

して
いかなければならない。マスメディア
にも、国民の耳に痛い問題を積極的に
報じることを期待する。　【武藤 光一】

■独立財政機関については、経済同友
会が積極的に検討して、どんな仕組み
にすれば機能するのか、提言を行うべ
きである。もう時間がない。いち早く
行動し、具体的な提言をしていくべき
だ。　　　　　　【橘・フクシマ・咲江】
■財政健全化にはエビデンスベース、
ファクトベースの分析が重要。独立財
政機関はマクロの経済・財政分析に加
え、デジタル技術の活用による医療サー
ビスの効率化など、ミクロのシミュレー
ションも行うべき。併せて、国民が受
益と負担について判断するための客観
的データに基づく情報提供の機能を担
うべきである。　　　　　　【程 近智】
■財政健全化には国民のリテラシーや
教育が重要であり、中長期的視点で対
応が必要な部分もある。既に事実も方
法論も議論され尽くしており、財政健
全化に向けてエビデンスに基づいた主
張を継続することが重要だ。【小林 喜光】
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第２セッション

１月に政府のeガバメント閣僚会議で、｢デジタル・ガバメ
ント実行計画｣ が決定された。行政サービスの100％デジ
タル化を掲げ、具体的な取り組みとしてBPR（業務改革）の
徹底、手続きオンライン化の徹底、添付書類の撤廃などを

方針として挙げている。その内容を盛り込んだデジタルファー
スト法案が、次期国会に提出される予定だ。

年間48億件の行政手続きのうち、オンラインで処理され
たものは28億件で、全体の57％にとどまった（平成28年度）。
添付書類や本人確認手法などがオンライン利用率低迷の要
因として考えられる。

政府は20年近く前から「e-Japan戦略」を策定して「世界
最先端のIT国家になる」ことを目指してきたが、実行は遅
れている。国主導による地方行政のデジタル化や情報シス
テムの標準化による効率化が不可欠だ。

縦割りを排した
専門行政機関が必要

■日本のデジタル化は遅れていると指
摘し続けてきた。地方自治体は、デジ
タル化以前に仕事のやり方やデータの
持ち方を標準化すべきだ。同規模の自
治体でも行政サービスや予算管理の仕
方が違うので、システムをそのまま導
入することはできない。県など地域に
おける何らかの単位において、予算と
仕組みを吸い上げて、再設計し、標準
化していくべきだろう。または、国が
コンソーシアムなどを作り、仕組みを

中央で整理する必要がある。【程 近智】
■デジタル・ガバメントが進まない原因
は縦割り行政にある。各省庁が同一の
優先順位で動かない限り、仕組みがあっ
てもデジタル・ガバメントは実現しな
い。省庁横断的に予算を執行できる「デ
ジタル省」のような専門部隊を設ける
必要がある。地方は500万〜 1,000万と
いった人口単位でローカルプラット
フォームを作り、それがセントラルガ
バメントにつながる仕組みをイメージ
すべきだ。　　　　　　　【遠藤 信博】

■地方と中央のシステムのあり方につ
いては、基本ルールのベースは国が作
るべきだ。地方によって制度が違うこ

ともあるが、小さな自治体はシステム
を開発する財源も人手もない。国が部
分的にカスタマイズできる前提で標準
モデルを作り、自治体が安く使えるよ
うにしないと、普及しない。【馬田 一】
■アマゾンに苦戦する流通企業が多い
中、うまくいっているウォルマートは
ネット企業を買収し、その企業の社長
を本体の役員に据え、デジタル部門の
総責任者にしている。デジタルの分か
る人に責任と権限を与えて組織を作っ
ている。デジタル・ガバメントには、デ
ジタル・ネイティブ人材を中心とした

「デジタル省」や「デジタル大臣」などを
作るとよいのではないか。    【鉢嶺 登】

業務プロセスを変えないと
利便性は向上しない

■利便性が悪い原因は、現在の業務プ
ロセスを変えずにシステムを作ってい
るからではないか。自治体は、今ある
ものをどうやって使うかを考えるが、

司会：橋本 孝之
2017年度成長フロンティア開拓委員会 委員長

デジタル・ガバメント実現による
生産性向上
日本の行政手続きのデジタル化は遅々として進んでいない。
行政サービスのデジタル化推進のための諸課題について議論を進めた。

意見発表

実行の遅れている
行政サービスのデジタル化には
国の主導による推進が不可欠だ
市川 晃
副代表幹事／地方分権委員会 委員長

問題提起１

1234567
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マイナンバーの問題は、「マイナンバー」と呼ばれる個人
番号とそれを活用した「行政内の情報連携」、公的個人認
証のツールである「マイナンバーカード」に分けて考える
必要がある。

個人番号は「特定個人情報」なので、多くの企業で腫れ
物を触るように扱われ、厳重に管理されている。情報連携
は、情報提供のネットワークはできたものの対象業務は非
常に限定的。個人番号の使用には制限・罰則があるので、
民間における利活用は行われていない。マイナンバーカー
ドを用いることで公的個人認証が利用可能だが、カードを
持つインセンティブが少ないので、交付枚数率は10.7％に
とどまっている。マイナンバーカードをもっと普及させる
ためには、インセンティブの強化や、健康保険証などとの
一体化、スマートフォンとの融合なども考えられる。

マイナンバーカード普及には
見えやすいメリットを

■マイナンバーカードの普及が進まな
い一番の問題は、サービスを提供する
側と受ける側にとって、ともにインセ
ンティブが見えにくいことではない
か。提供する側には人的コスト削減以
外のもっとポジティブな理由が求めら
れる。利用する側は今の行政サービス
の範

はんちゅう

疇では利用頻度が少なく、魅力を
感じない。利活用を増やすことが課題
だ。　　　　　　　　　  　【大西 賢】

■マイナンバー制度は国民所得を捕捉

するために始まったと認識している。
国民に抵抗感が強いが、こうした目的
が一定達成され、国民に定着すれば次
の段階に進むのではないか。現在のと
ころ利便性の向上は感じていない。マ
イナンバーカードについても普及率が
低いのは当然だ。　　　   【武藤 光一】
■マイナンバーカードが普及していな
い理由は、セキュリティーへの懸念で
はないか。政府には「デジタル省」など
を設置し、政府横断的にセキュリティー
対策を行ってほしい。

【橘・フクシマ・咲江】

個人番号の取り扱いに
関する規制を見直すべき

■個人情報保護を理由に個人番号を公
開してはならないというが、たとえ公
開されたとしても、個人情報には結び
つかない。まずは税と社会保障、次に民
間ベースで利用できるようにするべき
だ。マイナンバーカードは利用できる

サービスが増えるなど、持つ人にメリッ
トがないと広がらない。　【岩本 敏男】
■個人番号はデジタルネームという程
度で認識した方がいいのでは。個人番
号をセンシティブに取り扱い過ぎてい
る。民間ももっと踏み込んで、マイナ
ンバーカードをもっといろいろな場面
で活用する姿勢を見せていかねばなら
ないと思う。　　     　 【小林いずみ】

■私が住んでいるシンガポールでは、
IDとパスワード、スマートフォンの二
段階認証を使って当たり前に使われて
いる。デジタルネームと同じようなレ
ベル感で対応していかないと広がらな
い。　　　                    【間下 直晃】

意見発表

業務そのものを抜本的に変えるという
発想がない限り、利便性は向上しな
い。自治体を評価する第三者機関の設
立も必要ではないか。　【小林 いずみ】
■ITの世界では中央集権化した方がコ
ストを抑えられるので、本来、自治体
に分散させることはあり得ない。日本
のシステムは、ハードの仕組みはよく
できているが、UI（ユーザーインター

フェース）は使いにくい。より多くの
人が使うためのデザインが必要だろう。

　　　　　【間下 直晃】
■改革意識の高い何人かの首長と話を
したが、行政改革にはあまりインセン
ティブがないし、政治的アジェンダと
してもそれほどプライオリティを感じ
ていない。彼らが何より嫌がるのは、
業務手続の方法を変えたことで何らか

のトラブルが起こり、市民から文句を
言われることだ。　　　　【玉塚 元一】
■デジタル化は国民にとってメリット
があるはずだが、なかなか進まない。縦
割り行政だけでなく、利用が進むと、
不都合が生じる組織はどこなのか、そ
こを解明し、解決する手段を提案しな
いと、デジタル化は進まないだろう。

　　　　　　　　　【石村 和彦】

デジタル・ガバメント実現へ
マイナンバー制度の
抜本改革を
玉塚 元一
デジタル政府・行革PT 委員長

問題提起１

1234567
１２３４５６７
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第３セッション

トランプ大統領の想定外の政策により、米国の予見可能
性は著しく低下。なかでも対中輸入規制に代表される通商
面での対応がエスカレートし、米国と中国だけの問題とは
言えなくなっている。一方、中国は中長期的目標として

「2045年に世界一の強国」となることを標
ひょうぼう

榜。全世界が中国
の一人勝ちの脅威を感じている。

また、ロシアでは、プーチン大統領が「強いロシアの復
活」を目指し、資源依存の経済構造からの脱却、海外からの
投資環境の改善を図っているが、欧米による制裁は継続し、
関係改善には至っていない。北朝鮮情勢に関しては、非核
化が進展しない場合、米国による軍事力行使といった最悪
の事態を招く可能性も否めない。国際秩序の安定、そして
世界全体の平和な発展のために日本にできること、日本が
世界から期待されていることは何かについて議論したい。

グローバリゼーションは、世界経済の成長に貢献してき
た一方で、社会にさまざまなひずみを生じさせてきた。

経済同友会では、共通のルールに基づく多国間の経済連
携協定を推進してきたが、基本的な方向性は継続すべきだ。

自由貿易の旗手としての日本の役割は、多国間自由貿易の
ための公正な新しいルールづくりを引き続きリードしてい
くことではないか。

同時に、関係国の立場を理解し、利害の対立する多国間
の調整役を果たすことが重要ではないか。

また、アジアにおける経済秩序形成についてだが、RCEP
交渉は16カ国が共通の公正なルールに基づいてビジネスが
できることが重要であり、実利に基づいた合意を目指すべ
きだ。中断している日中韓FTA交渉が再開された際には、
より高い水準のルール作りを目指すべきではないか。

急に融和的になった金正恩朝鮮労働党委員長の真意は、
どこにあるのか。日本としては、拉致問題の解決、大量破
壊兵器破棄を前提に、北朝鮮の経済発展に向けた協力、非
核化に向けた技術協力を行うことになるだろう。米国との

同盟関係の維持、深化をベースとした体制整備が必要だが、
それに加えて、在韓米軍撤退、中国の影響力増大、統一朝
鮮誕生など歴史的転換を想定したシナリオを考えておくべ
きだ。

また、中国の軍拡路線と同盟国との協調路線、欧州との
関係が悪化するロシアなど、複雑化する世界情勢に対して
は、安全保障、経済両面からの取り組みが必要になる。

外交・安全保障では、サイバーセキュリティーの取り組
み、友好国との情報交換のための情報機能の強化や情報機
関の創設も急ぐ必要がある。

司会：宮田 孝一
副代表幹事／民主主義・資本主義のあり方委員会 委員長

今後の国際秩序のあり方と
日本の役割
今後の国際秩序の方向性を模索するとともに、
その形成における日本の役割などを三つの論点に分けて議論する。問題提起１

1234567
１２３４５６７

問題提起１

1234567
１２３４５６７

問題提起１

1234567
１２３４５６７

世界の経済社会の変容に対して、
経営者はどのように
行動していくべきか
松﨑 正年
経済連携委員会 委員長

世界全体の平和な発展、
国際秩序の安定化のため
日本はどう対応するべきか
朝田 照男
副代表幹事／国際関係委員会 委員長

米朝首脳会談をどう見るか
日本の外交と
安全保障の役割とは
武藤 光一
安全保障委員会 委員長
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日本の国の
力を高めるには

■中国を見るとあまりにスピードが速
く、日本がついていけない可能性もあ
る。そうした中で、米国と中国が対立
していることは日本にとって大きなチャ
ンスではないか。日本は強みである技
術や観光領域の取り組みなどを活かし
てしたたかに人脈構築に努め、関係性
を強化すべきだと思う。　【玉塚 元一】
■サイバーセキュリティーは、防衛の
中で大事な領域になっている。相当な

意識を持って守らなければ、日本は守
れない。　　　　　　　　【遠藤 信博】
■外交は万有引力の法則のようなもの
で、それぞれの国がお互いを引っ張り
合って均衡が保たれている。刻々と変

わる新しい均衡を見極めることが重要
だ。今は米中が巨大な惑星になって動
き始めたので、今まで中惑星だった日
本が小惑星になりつつある。日本の発
言力、発信力とは何なのかを、もう一度
見ておくべきだ。例えばハイエンドの
部品、リアルデータに関しては、世界に
冠たる強みを持っている。【櫻田 謙悟】
■国の力とは何かと考えると、一つは
ハードの軍事力だ。日米安保がなけれ
ば日本の経済復興はなかったし、アジ
アにおける現在の地位もなかった。安
定化社会として、アジアの中で日本は

新経済冷戦の中で
人と人とのリレーションを強める

■米中問題の根本は中国の台頭への脅
威にあり、特に知的所有権や技術移転
に大きな課題がある。中国経済に悪影
響があれば、日本にも悪影響が出る可
能性がある。また、欧州では英国のブ
レグジットの先行きへの懸念が広がっ
ている。どう整理し、意見を言ってい
くのかを議論すべきだ。　【佐藤 義雄】

■トランプ政権後も、新経済冷戦の中
で民主主義や資本主義をどう位置付け
るかという議論が進むのではないか。
日本の調整役という位置付けは大事だ
が、難しいと思う。国連で日本人の職
員は中国に抜かれて９位になった。世
界の調整役としてのプレゼンスを高め
るには、10～20年かけて日本の状況を

変えなければいけない。　　【程 近智】
■民主主義が重要だというのはわれわ
れの共通の理念だが、現在の中国は必
ずしもそう思っていない。また、かつ
ての米国にはプライドがあり、世界や
民主主義を引っ張る思いがあったが、
今の米国は昔のように頼りにできない。
時間はかかるが、訪日客を増やすなど
人と人との関係を強めることが重要だ。

            　　  【岩本 敏男】
■リーマン・ショック後、経済を立て
直すために国が財政出動することで、
政治と企業、国と経済のバランスが崩
れてしまった。今やらねばならないの
は、政治と経済、企業がどういう距離
を取るか、見直すことだ。多国間協議
では国家、企業のマルチレイヤーによ
る役割分担が必要だ。　　【橋本 孝之】

隣国と対等な
関係を築くには

■中国は習近平体制が確立し、スピー
ドの速い動きが続いていく。日本の政
治も経済も、スピーディーに決断する
ためのプロセスをガバナンスに入れて
いく必要がある。また、対等な立場を
日本が築き上げない限り、ディスカッ

ションや情報共有はできない。安全保
障の観点でも、自立した能力をどこま
で持つかを議論すべきだ。【遠藤 信博】
■日本や世界にとっての脅威は中国だ。
外国の技術を入手して、それを国家の
巨額な補助金で育成している。ベース
にある大きな中国市場で築いた過剰な
生産能力を擁して世界に打って出る。
そういう中国のビジネスモデルが世界
に広がることにより、世界経済が混乱
している。これに対しては、日米欧で
の共同対応が欠かせない。 【石村 和彦】

■中国の強みはレガシーがないことと、
意思決定のスピードの速さだ。民主主
義は一定の段取りを踏まねばならない
ため、意思決定に時間がかかる。代わ
りに大きな間違いはしない。意思決定
のスピードが速い相手にどう対

たい

峙
じ

して
いくかも考えるべきだ。　【宮田 孝一】

論点２ 世界情勢の安定化に向けて、日本はどんな役割を果たすことが可能なのか。

論点１ 保護主義の台頭や地域覇権など、現在の混迷する世界の状況の根本原因は何か。
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共通の利害に対して
隣国との緊密な関係性構築を

■パリ協定、イランとの核合意、WTO、
G7などマルチナショナルな枠組みが機
能しなくなったが、隣国との関係では
われわれ民間企業ができることも多い。
例えば、中国と利害関係が一致する分
野はエネルギーと環境だろう。そこで
日本が守るべきものを守りながら、一
緒に取り組めることを探るべきではな
いか。ロシアについても同様に考える
べきだ。　　　　　　　　【川名 浩一】
■どんなに技術が発達して、データ解
析が必要になっても、ビジネスを行う
のは人と人だ。日本企業は、中国を含
めた多くの企業のトップとこれまで以

上に緊密な連携を図ることで、新たな
ビジネスにつなげていかなければなら
ないと思う。　　　　　　【朝田 照男】
■RCEPについては短期的実利と中長
期的実利があるが、電子商取引や知的
財産、データのフローに関するものは
譲ってはいけない。短期的実利を追う
のは危険だ。　　　　　　【櫻田 謙悟】

社会の分断を緩和するための
行動やルール作りに貢献する

■国際的な政治環境が混迷する中で、
経済、社会の安定的な活動に対する阻
害リスクが出てきている。所得格差の
拡大の固定、中間層の衰退などを背景
に、社会に分断が生じていることが原
因だ。これを放置すれば、社会全体が

崩壊する。時代に取り残される人たち
をできるだけ少なくして、社会の分断
の緩和に経済界として貢献することが
大切な責務だ。　　　　　【稲葉 延雄】
■陣営を超えた自国主義の台頭が起き
る中で、資本主義や民主主義の枠組み
では解決できない問題が出てきている。

そういう中で必要なのは、体制や陣営
を超えた交渉やルール作りの理念をど
う持つかだ。その理念作りに、日本が
果たす役割があるのではないか。その
点で注目できるのは、経済発展と社会
課題の解決を目指すSDGsの考え方だ。
SDGsを具体的に機能させるために日
本が自ら先頭に立って役割を果たすこ
とで、世界の繁栄に貢献できる。国、
民間企業を挙げてSDGsの推進につい
て議論してもよいのではないか。

【市川 晃】

最高水準にある。また、東日本大震災
のときの人々の秩序ある行動を見て各
国は日本人の力に敬意を抱いた。国の
力には、そういうソフトの面も大事だ。
日本にはアジアをEUのような統一さ
れた市場にしていくことを求められる。
連携関係を深めながら、日本をどうやっ
てアジアのハブに作り上げていくかが

一番の課題だ。　　　　【大八木 成男】
■世界では、さまざまなエリアに分断
が起こっている。そうした中でわれわ
れは、経済人としてインフルエンサー
に積極的に訴えかけることが短期的に
は重要となる。また、長期的に考えれ
ば人材交流が極めて大切だ。海外の知
日派を増やすとともに、米国、中国、
ロシアなど世界をよく知る日本の人材
を育てるべく交流を進めていかなけれ
ばいけない。　　　　　　　【大西 賢】

日本が伝統的に
強みを持つところを最大化

■日本はテクノロジーで生きていく以

外にない。エネルギー、環境、水、食
料、ありとあらゆる社会的価値にアク
セスするという点で、日本は秀でてい
る。本当の国家価値の最大化というこ
とになると、日本が伝統的に強いとこ
ろを最大化していくことが効率的では
ないか。
　サイバー、宇宙などの分野を、どう
コンバインしていくかの議論が重要だ。

　　　　　　　　　【小林 喜光】
■モノづくりの技術は中国よりまだ日
本の方が上だ。モノづくりを中心に力
を発揮することで、日本の役割を果た
せる。海外からもそれを求められてい
ると思う。　　　　　　　【朝田 照男】

論点３ 日本の企業、企業経営者はどのように行動していくべきか。
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第４セッション

SDGsの17項目の目標は、人間の本質的欲求そのもので
あり、これらを持続的に満たす仕組みの構築が必要である。
17の目標をマズローの欲求５段階に当てはめると、貧困や
飢餓など最下段の「生理的欲求」に目が向きやすい。しかし、

逆転の発想で、教育や安全など最上段の「自己実現の欲求」
を満たさないと持続的な課題解決は難しい。

地球が抱える最大の課題は人口問題だ。世界の人口が100
億人に近づく中で、食糧や水などの限られた資源をどうシェ
アするか、人口や資源の偏在をどうするか、地球単位の「全
体最適」を考えていかなければならない。

日本が世界に提供できるのは、安心・安全、健康、教育、
エネルギー（省エネ）、食糧などに係るインフラである。ま
た、課題解決に向けてICTが大きな役割を果たす中、こう
した分野を担う若手人材の発掘・育成が急務である。

世界と日本の
持続可能性について

■日本の食糧問題については、自給率
が38％、GDPに占める農業の割合が１
～ 1.5％しかないという日本の現実を考
えると、外から持ってくるしかない。
従ってイノベーションと同時に、食糧
安保を確実に実現させるためには、世
界各地で買い負けないネットワークの
体制作りが大切ではないか。
　世界貢献という観点では、水や電力
は重要だ。ASEANや南米では、20～30％
の比率で漏電や盗電、漏水、盗水が発
生している。日本の漏水は１％にも満
たないが、海外では供給されたうちの
何割かしか水が得られない。世界のこ
うした問題に対して、AIによるデータ
解析も行い、日本企業の優位性を使っ
て貢献ができると思う。　【朝田 照男】
■中間選挙で民主党が勝てば、トラン
プ大統領が貿易政策を変更し、揺り戻

しが起こる可能性もある。一方、反移
民的な米国の現在の状況は、日本がIT
系人材を獲得するチャンスとも言える。
シリコンバレーには非常に優秀なイン
ド系やアジア系のIT人材が集まってお
り、日本はそうした人材の獲得を積極
的に進めるべきである。

【橘・フクシマ・咲江】

イノベーションに必要な
視点とは

■財・サービスの質が高度になれば、
当然価格は高くなると思われているが、
イノベーションでコストを下げること
ができる。介護や医療も同じだ。社会

保障費の上昇もイノベーションで歯止
めをかけうる。財政膨張回避という社
会課題の解決にも産業界は貢献できる。

　　　　　【稲葉 延雄】
■優れた若手人材を発掘・育成し、イ
ノベーションを起こすには、教育にお
けるマインドセットを変える必要があ
る。チャレンジするためにはセーフティ
ネットが必要であり、北欧のように、
国家自体が失敗を許容する社会に変え
ていかなければならない。 【大西 賢】
■弊社では、日本が抱える深刻な課題
を解決するためのイノベーションに取
り組み、事業につなげている。

意見発表

司会：秋池 玲子
副代表幹事／経済同友会2.0を実践推進するPT 委員長

2045年に向けたイノベーション
による社会課題の解決
世界は持続可能な成長のために乗り越えるべき、さまざまな課題に直面している。
その解決のため、日本が主導すべきイノベーションについて議論をした。問題提起１

1234567
１２３４５６７

安心・安全、健康、教育、
エネルギー、食糧などの領域で
日本は世界に貢献できる
遠藤 信博
持続可能な開発目標（SDGs）研究会 委員長
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日本にとっての課題の一つは、エネルギーセキュリティー
である。日本は世界４位の電力消費国だが、エネルギー自
給率は８％にとどまり、食料自給率と比べても低い。もう
一つの課題がエネルギーコストであり、再生可能エネルギー

は、今後技術が進展してもコスト低下には限りがある。
次に、世界にとっては2050年に向けた温室効果ガスの大

幅削減の問題がある。日本だけが努力しても効果はわずか
で、世界全体の課題としてイノベーションに取り組むべき
だ。こうした課題の解決方法として、日本としては、再生
エネルギーの低コスト化、次世代原発の研究開発、高度な
エネルギー・マネジメントが必要である。また、世界では
CO2回収・貯蔵技術（CCS）などのイノベーションが鍵であ
る。こうしたイノベーションを推進し、世界と日本の課題
を解決するために必要なことについて議論したい。

循環型経済を念頭に
技術をイノベーションの鍵に

■先進国を中心に考えると、三つの「D」、
すなわち脱炭素化（De-Carbonization）、
デジタル化（Digitalization）、分散化

（Decentralization）について、単にエ
ネルギーの問題にとどまらず、都市や
社会の仕組みをどう変革していくか、
という大きな問題とともに考えなけれ

ばならない。
　日本のCO2排出が世界の3.5％に過ぎ
ない事実を踏まえ、中国やインドをは
じめとした新興国のCO2削減に日本が
どう貢献できるのかが問題だ。日本企
業が貢献し、事業としても成り立つフ
レームワークをどう構築するかが大切
である。エネルギーセキュリティーの
面では、サウジアラビアやイランとの
問題にどう対応するか、米国との関係

も含め、日本は真剣に考える必要があ
る。　　　　　　　　　　【川名 浩一】

　具体的には介護問題である。本当に
必要なことは、介護される人のケアよ
りも、介護する人の負担をいかに減ら
すかであることが分かり、深刻な課題
に対応することで、社会問題の解決の
みならず、事業の成長にもつながって
いる。　　　　　　　　　【松﨑 正年】
■ESGは形式に目が向きがちであるが、
コーポレート・フィロソフィーやビジョ
ンが重要である。
　また、イノベーションのために、ベ
ンチャーの発掘やベンチャーとの連携
が求められるが、日本企業の現状を考
えると、それだけでは不十分である。
むしろ、大企業など既成企業からどう
イノベーションを生み出していくかを
考える必要がある。　　　【岩本 敏男】

イノベーティブな
課題の解き方を探る

■問題解決の方法をいかにイノベーティ

ブにするかが重要だ。昨年、17社と六
つのNPOと共同で、災害時に物資・サー
ビスなどの支援をワンストップで提供
する組織を作った。現地のNPOがニー
ズを捉え、情報を素早く正確に共有す
ることで、西日本豪雨でも避難所ごと
の救援物資の偏りがかなり解消された
と感じる。
　まだ17社で、社会的インパクトを
出すほどには至っていないが、経済同
友会が異業種間のハブの役割を持て
ば、社会問題の解決を加速させられる
のではないかと思う。　　【髙島 宏平】

教育のあり方を見直す
就職氷河期世代とリカレント教育

■日本は、教育のあり方を基本的に見
直すフェーズに来ている。ITをどう使っ
て情報を獲得するのか、獲得した情報
をどう使って考えていくのか、という
ような「イノベーションを起こすために
必要な教育」を小学校、中学校でしっ
かりやっていく必要があるのではない
か。　　　　　　　　　　【間下 直晃】
■就職氷河期に当たった世代に非正規
労働者が多い。これが新たな社会問題
になってくるだろう。リカレント教育
も含めて、この世代の活性化が今後の
課題になる。また、これから生じる人手
不足と社会保障の観点から、高齢者に
もっと生き生きと働いてもらえる社会
にしていく必要がある。ICTを利用し
て健康寿命を延ばすことも大きなテー
マとなるのではないか。　【佐藤 義雄】

意見発表

問題提起１

1234567
１２３４５６７

エネルギーと環境に関する
日本と世界の課題解決のため
イノベーションの推進を
石村 和彦
副代表幹事／環境・資源エネルギー委員会 委員長
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■鉄の消費量の世界平均は１人当たり
約200kg、日本や中国は約600kgだが、
世界が全て日本や中国並みになったら、
現在の世界人口で３倍、人口が３割増
えると４～５倍の鉄が必要になる。そ
れによってCO2排出も増える。日本は
CO2の排出を減らす技術を持っている
ので、それらをどう世界に普及させる
か。また構造物に必要な鉄の体積を半
分にできるような素材が開発できれば、
使用量は半分になるなど、技術的に解
決できるテーマはまだある。【馬田 一】

■1990年後半、日本ではリサイクルと
いう言葉が流行した。その後、この言
葉は欧州で「サーキュラーエコノミー

（循環型経済）」として進化し、デジタル
革命によって「シェアリング」「素材革命」

「モノからサービスへの移行」などの考
え方が入り、社会形成にどうインパク
トを与えるかという議論が進んでいる。
中国もサーキュラーエコノミーを標

ひょうぼう

榜
し、インドやアフリカでも想像以上に
進む可能性もあり、日本もイノベーショ
ンを起こしていくべきだ。　【程 近智】

日本の検討課題は
次世代原発の開発

■エネルギーは「ベストミックス」が重
要だ。資源を外に求めるわれわれにとっ
て、エネルギーが安定的に供給される
道筋を立てることが必要である。再生
可能エネルギーについては、規制も含
めてやるべきことは分かっており、後
は決断をしなくてはならない。次世代
原発は、技術開発ができるか見極める
ことが重要だ。また、40年廃炉問題は、
その壁を突破するための議論を真剣に
進めるべきだ。　　　　　　【大西 賢】

■新しいエネルギー政策で、日本は再
生可能エネルギーを主力電源に据えた
が、コスト高の問題は、今の諸規制を
劇的に緩和させなければ解決できない
だろう。この狭い日本において、再生
可能エネルギーは主力電源にはなり得
ないと考える。やはり次世代原発の開
発を、官民の総力を結集して今からや
るべきだ。　　　　　　　【朝田 照男】
■原子力発電については放射性廃棄物
の処理が最大の問題。先々を考えると
相当にコストが高いエネルギーだが、
このままでは2050年にはほとんどゼロ
になる。より安全な原発を考えていか
なければならない。　　　　【馬田 一】
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第５セッション

インターネットやスマートフォンが登場したが、業法は
これらの新しい技術を前提とせずに作られている。デジタ
ル化によるサイバー経済圏で新たな市場を創造するために
は、既存の縦割り業法を無理に新たなサービスに適用するの

ではなく、その価値や機能に着目し、多様なサービスを生
み出すための新たな規制の枠組みに変えなければならない。

最近話題の民泊は、インターネットの技術を活用したシェ
アリングエコノミーの例だ。登録は全てウェブ上で完結す
る前提だったが、実際には届け出に20種類もの紙の提出書
類が必要で、まさに日本が抱える課題が凝縮されている。
わが国はCtoCというサービスが苦手で、その間に立つプ
ラットフォーマーに規制を掛けようとする傾向がある。ラ
イドシェア、オンライン教育指導などの実現にも、さまざ
まな規制がある。どうすれば打破できるのかを議論したい。

新しいビジネスや市場を
生み出すためのアプローチ

■日本で規制改革が進まない理由の一
つは、国民が、何か問題が起こったとき
に政府の責任だと非難する傾向がある
からだ。そのため、現在のように規制
が厳しいのでは。ライドシェアや民泊
は、必ずしも全ての国民が使うわけで
はない。使いたい人が自己責任で利用
できるルールを作るという進め方が切
り口になるのではないか。【松﨑 正年】
■オンライン教育や医療改革は待った
なしだ。また、新しい社会に向かって
高度人材を獲得して破壊的イノベーショ
ンを推進し、グローバル市場で闘って
いかねばならない。国際社会で堂々と
渡り合い、失敗を恐れずチャレンジで
きる社会の構築が必要だ。幼児教育を
含めた人材教育や失敗からの敗者復活
を可能とさせる時代に合った仕組みが
求められる。　　　　　　【川名 浩一】

サンドボックス制度の
導入に期待

■各府省庁では、プロジェクト型サン
ドボックス制度が活用される前に、先
んじて規制の改革に動く例も出てきた。
同制度を周知徹底し、企業が活用して
いくべきだ。一方、働き方改革の残業
時間総量規制には非常に危機感を感じ
ている。特にベンチャーで全社員を十
把一絡げに規制すると、激しい競争に
勝てない。全員一律ではなく、労使の
合意があれば規制を一定期間解除でき
るなどの考慮が必要だ。　【間下 直晃】

■経済同友会としては、レギュラトリー
サンドボックスや人材の流動化につい
て具体的なアクションを検討すべき。
また、大企業が中心を占める中で日本
らしいエコシステムをどのように作る
のかといったことも、今後、議論して
いきたい。　　　　　　　【小林 喜光】
■プロジェクト型サンドボックス制度
には、私も期待している。経済同友会
でもリーダーシップを取り、具体的な
プロジェクトを検討し、政府に提出し
てほしい。たくさんのプロジェクトを検
討していくことで、新しい社会に変わ
るスピードが増すだろう。【金丸 恭文】

司会：程 近智
副代表幹事／Japan 2.0検討PT 委員長、先進技術による新事業創造委員会 委員長

新産業革命時代の規制改革と
新しい働き方
新産業革命時代を見据えた成長戦略の実現に向け、
鍵となる「規制改革」と「新しい働き方」にフォーカスし、議論した。

意見発表

問題提起１

1234567
１２３４５６７

デジタル時代の
新たな価値創造に求められる
規制改革が急務
金丸 恭文
副代表幹事／日本の明日を考える研究会 委員長、政策懇談会 委員長
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企業、産業におけるグローバル競争、デジタル革命が進
行する中、「破壊的イノベーション」が企業にとっての稼ぐ
力の源泉を規定している。グローバル競争を勝ち抜くには、
多様かつ極めて優れた高度人材を獲得し活用することが必

要だ。就職協定、新卒一括採用なども含め、日本企業の雇
用慣行の特徴は「同質性が高くて流動性が低い」ことだが、
従来の方法でこうした高度人材を獲得できるのか。

５月にバンクーバーでAIに関する最高峰の学会があり、
アメリカや中国を中心に、世界中のグローバル企業による
リクルーティングが活発に行われていた。しかし日本企業
の参加はベンチャー1社のみ。トップ人材をめぐる市場は、
急速に多国籍化、流動化、若年化、高度化、そして高額化
が進んでいる。こうした中で、高度プロフェッショナル制
度をどう発展させていくのか、真剣に考えるべきだ。

働き方改革と
日本型雇用について

■数学の素養があれば、企業で活用で
きるAI人材を１年程度で育成可能なの
で、国内でも採用できる。ただ、今の
日本の学生には理系が不人気と聞く。
企業側が理系学生を求めていることを
訴える活動が重要ではないか。また、働
き方改革では、自発的な労働に対する
規制はやめるべきである。【髙島 宏平】
■世界のトップ人材の創出国は、アメ
リカやシンガポール、中国というイメー
ジがあるが、東南アジアでもトップ人
材が年々増えている。しかし、政府関
係者や官僚はこの事実についての理解
が非常に乏しい。働き方改革で不必要
な規制を行うと、規制がない状態の東
南アジアにキャッチアップされ、競争
力の喪失につながる。　【橋本 圭一郎】

■以前、労働者派遣法ができた際、自
社の全契約を見直さなければならなかっ
た。働き方改革でもまた何か問題が起
こるのではないかと非常に危惧してい
る。そもそも36協定ができた理由を

もっと論議すべきだ。業態によって働
き方は異なるはずであり、一律に規制
すれば、経済が回らなくなる可能性が
十分ある。　　　　　　　【中村 公一】

■欧米では、２、３年働いて自分を鍛え、
バリューアップし、次のステップで自
分を高く売る。日本にはそうした場が
ないことが問題だ。そもそも、労働時
間が一律に制限されると自分を鍛える
こともできない。また、若く能力のあ
る人材を海外に出して鍛えるよう、企
業側の意識改革も必要だ。【朝田 照男】
■大学生だけでなく、高校生にも目を
向けるべきだ。高校生の場合、教師と
生徒で話し合って就職先の候補を決め
るが、現状では１社しか選考に応募が
できず、選択肢が限られている。しっ

かり社員教育をすれば、高卒者は大卒
者よりも優秀であり、高卒者から人材
を育成していくべきだ。　【吉永 達世】

トップの人材を日本で育てるか
日本企業に取り込むか

■「ベスト・アンド・ブライテスト」な人
材の育成は、桁違いの予算を有する海
外のトップ大学に任せてもよいのでは
ないか。むしろ、そうした人材を理解
し、権限を与え、やりたいことをやらせ
る「真のリーダー」を作ることが大切だ。
そのためには、日本型雇用慣行をゼロ
から見直す必要がある。　【櫻田 謙悟】
■シリコンバレーに続くモデルは、深
圳、北京郊外、バンガロール、シンガ
ポールだ。欧米の大学に進む人が増え、
最先端の研究をリードしている。最先
端の分野にどれだけ日本人がいるか、
彼らの才能を日本企業の競争力にどれ
だけ取り込めるかが勝負のポイントだ。
なぜ、彼らを東京に呼び込めないのか。
われわれ経済人も真剣に考えるべきだ。

【冨山 和彦】
■わが社では、海外でそれなりの人材
を採用できているが、トップレイヤー
は採用できていない。このような人材
を採用しようとすると、日本の経営者
よりも一桁高い報酬水準となり、調整
が必要だ。このような人材はAIのエン
ジン開発に行ってしまうため、われわ
れが必要とするユーザーベース部分の
人材はまだまだ足りない。  【岩本 敏男】

意見発表

問題提起１

1234567
１２３４５６７

破壊的イノベーションの
創出をめぐる競争と
優れた人材を獲得するための戦略
冨山 和彦
副代表幹事／企業経営委員会 委員長
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第６セッション

2045年より少し手前の2025年について考えると、経営
者は想像力とシナリオプランニング力を大切にしながら、
プロアクティブにPDCAを展開することが必要だ。私は今
後、社会に最大のインパクトを与えるのは「テクノロジー」
と「データ」だと考える。テクノロジーについては、世界経

済フォーラムの第４次産業革命センターが示した八つのテー
マに収れんされるのではないか。データには、バーチャル
データ（ネット空間の活動から取得したもの）とリアルデー
タがあり、日本は医療・介護、自動車走行などのリアルデー
タに強みがある。日本は社会課題の解決に立ち向かうリア
ルデータプラットフォーマーを目指すべきではないか。

また、2045年に企業という法人があるかは分からないが、
社会に価値を提供する機関として生き残るためには、エコ
システムを構築できる能力を持つか、そこに参画できるス
キルを持つかの二つしかない。自社の強みを見極めた上
で、保有する経営資源の配分が重要となる。

リアルとデジタルの掛け合わせに
向けた変革を

■昨今のGAFA＊を含む米国の先進企
業は、リアルデータプラットフォーム
企業を買収している。リアルデータプ
ラットフォーム企業が、デジタルプラッ
トフォーム企業を買収あるいはそこと
提携していかなければ、逆に買収され
る危険性がある。　　　　【橋本 孝之】
■これからは、リアル×デジタルの世
界で、企業はお互いをどう取り込むか

という戦いになる。今は買収される会
社に選択権がある。魅力のない会社が
いくらお金を積んでも買収に応じない。
買収する側が魅力ある企業に変わらな
ければならない。気付かずにいると、
自社が食われてしまう恐れもある。文
化も含め、本気で変革しないと生き残
れない。　　　　　　　　【冨山 和彦】

日本が持つ
独自の強みを売りにする

■日本の強みの多くはバーチャルな世
界ではなく現実の世界にある。そこを
強化することは戦略の重要なポイント
だ。特に材料や部材の分野を強化し
て、同時にそれを作る生産技術を強み
にする必要がある。どのようにして生
産したかが分からなければ、中国にも
模倣され難い。　　　　　【石村 和彦】
■日本はガラパゴス化していると揶揄
されるが、それを悪いものと捉えるば

かりでなく、突き詰める必要もある。
モノの性能や品質は、マスマーケット
では米国にも中国にも勝てなくなりつ
つある。ならば、日本らしさを追求す
る部分がもっとあってもいい。ガラパ
ゴスな製品を上手に作り、それを売り
にしていく動きも出てくるといい。

【間下 直晃】

価値あるデータとスピード感、
経営者の想像力が重要

■経営資源の最適配分は心掛けないと

司会：大八木 成男
副代表幹事／憲法問題委員会 委員長

2045年に向けた
企業経営改革
グローバル化、デジタル化の進展の中で、日本企業が持つ強みや
リアルデータをどう活用するのか。目指すべき企業経営のあり方を探った。

意見発表

問題提起１

1234567
１２３４５６７

日本は自らが強みを持つ
リアルデータの
プラットフォーマーを目指すべき
櫻田 謙悟
副代表幹事／政策審議会 委員長
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2045年にはAIが人間の能力を超えるシンギュラリティ（技
術的特異点）が起こるという議論がある。この背景にはIT
の３大要素技術（CPU、ストレージ、ネットワーク）の指数
関数的な進化が関係している。2045年を迎えて世の中が大

きく変わるとき、企業のあり方が重要となる。
デジタル化への取り組みについて、日本企業の９割以上

が欧米企業より遅れている。従来のIT活用の目的はコスト
削減・業務効率化だったが、デジタル時代はビジネスの成
り立ちが根本的に変わる。より重要な経営資源となる技術・
人財・データをどのようにして確保するかが問題だ。

また、グローバルなビジネス環境においては旧来とは異
なるリスク認識や価値創出の考え方が必要となり、どのよ
うに企業経営を進めていくかが議論のポイントになると考
えている。

日本企業だからこその
データの利活用を

■米国や中国では巨大な資本にデータ
が集約されるが、日本の場合は複数の
会社、業界でデータを共通価値にして
利活用する戦略を持っている。
　データの利活用に関する法整備はス
ピードが重要だ。個人情報保護法や医
療分野だけでなく、真正面から利活用
について定める法案やガイドラインを
年内に政府が案出しするぐらいのスピー
ド感がないと海外には勝てない。

【髙島 宏平】
■デジタルプラットフォーマーに対し、
リアルデータを利活用するのも一つの

道だが、デジタルデータはGAFAの構
築した基盤を利用せざるを得ない。日
本も欧米と連携しながら、しっかり彼
らに課税すべき。欧州では何兆円レベ
ルで課税しているが、日本は税制が追
い付いていない。               【鉢嶺 登】

データ以外に
われわれが考慮すべきこと

■船の動力はスクリューができて以降、
今も変わっていない。シンギュラリティ
の時代が来ても、海運業の場合、ビッ
グデータを使って多少効率的な経営は
できたとしても、今後も本質は変わら
ない気がしている。そういう世界があ
ることも忘れず、考慮してもらいたい。

【武藤 光一】
■モノからコトへという言葉には、抵
抗感がある。人間は何らかのヒューマ
ンインターフェースがないと、利便性
や効率性を感じることができない。何
を提供することが人間社会の本当の価
値になるのかを考えたとき、モノとバー
チャルな部分の両方がないと、答えに
ならない。今の議論は若干、コトに寄

り過ぎている気がしている。モノとコ
トは一体となって、社会に価値を生む
ことを意識する必要があるのではない
か。　　　　　　　　　　【遠藤 信博】

変化に対応できるような
企業文化と人材を育てる

■将来は何が起こるか分からない。企
業のあり方としては、変化への対応力
を身に付けることが大切なのではない
か。そのためには、自社の存在価値を
明確にしつつ、継続的にイノベーショ
ンが起きる仕組みを作ること、何かが
起きても対応できる人材を育てておく
こと、そして会社の文化を作ることが
大事だ。　　　　　　　　【松﨑 正年】

意見発表

いけないが、「スピード」という時間軸
も加えるべきだ。
　リアルデータは重要だが、鮮度の高
いデータでないと価値を持たない。多
くの日本企業では、社員とのコミュニ
ケーションや会議などで、まだリアル

タイムの情報交換メカニズムができて
いない。一方、中国の先進企業では、
幹部と従業員がチャット形式で企画や
プロジェクトを進めている。

【金丸 恭文】
■顧客データだけ見ていても、どんな

サービスが求められているかは感知し
にくい。顧客も気付いていないものを
生み出すことが、勝負を分けると思う。
経営者には想像力、あるいは仮説を作
り上げて、検証していく力が求められ
る。　　　　　　　　　　　【大西 賢】
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